
令和 ７・８ 年度

建設工事競争参加資格審査

申請書等の受付について

同 記入要領

日本たばこ産業株式会社

不動産室



 令和 7・8年度において日本たばこ産業株式会社不動産室の建設工事の契約にかかる競争参加資格審

査の申請は、次のとおり行って下さい。

なお、本申請は一般競争を行う場合のもので、指名競争にかかる事前登録は現在行っておりません。

１ 競争参加申請資格

    競争参加の申請を行う者は次の（１）から（６）までに掲げる要件を満たしている者とします。

（１） 未成年者、成年被後見人又は被保佐人若しくは被補助人であって契約締結のために必要な同

意を得ていない者及び破産の宣告を受けた者で復権を得ていない者又暴力団又は暴力団員が実

質的に経営を支配する者若しくはこれに準ずる者でないこと。

（２） 以下の一に該当する事実があった後、２年間を経過した者であること。

    ①競争参加資格申請に当たり虚偽の申告をした者

    ②競争の執行を妨げた者又は不正の利益を得るために連合した者

    ③正当な理由なく契約の履行をしなかった者

    ④契約の履行について不正行為をし、当社に不利益を及ぼした者

    ⑤契約の履行について故意に当社社員の正当な権限の行使を妨害し、又は虚偽の行為により

当社に不利益を及ぼした者

    ⑥契約に当たり、①から⑤までのいずれかに該当する者を代理人、支配人その他の使用人と

して使用する者

（３） 資産、信用、給付能力及び品質において適格であると認められる者であること。

（４） その他競争参加有資格者とすることが著しく不適当であると認められた者でないこと。

（５） 建設業法第３条の規定による許可を受けていること。

（６） 共同企業体については、その構成員が（１）から（５）に該当する者であること。

２ 受付方法及び期間

（１） 受付場所

〒105-6927 東京都港区虎ノ門四丁目 1番 1号 神谷町トラストタワー

日本たばこ産業株式会社 不動産室  担当 上揚 悟 電話 03-6636-2017

（２） 受付方法

郵送により申請書類の提出をすることとします。

①  定期受付

令和 7年 3月 1日から令和 7年 3月 21日まで（当日消印有効）。

申請者は、郵送受付期間内に到着するよう上記受付場所宛に申請書類一式を書留郵便で郵送

して下さい。郵送後 20日を経過しても受付通知（受理通知又は不受理通知）の連絡がない場合

には、上記受付場所までお問い合わせ下さい。また、申請者において必ず申請書類のコピーを保

管しておいて下さい。

申請書類が郵送受付期間内に到着し、かつ、申請書類の記載内容に不備や誤記等がない場合

には、受付票を発送した上で登録申請を受け付けます。

申請書類が郵送受付期間内に到着しなかった場合には、申請書類の記載内容に不備や誤記等

がない場合に限り、随時受付の申請に切り替えさせていただきます。

また、申請書類の記載内容に不備や誤記等がある場合には、担当者へ連絡させていただきま

す。定期受付期間内に申請内容について補正していただかないと、定期受付による競争参加資

格の認定はできなくなります。（補正後、随時受付の申請となります。）



② 随時受付

上記①に定める定期受付期間終了後は、随時郵送で申請書類の提出をすることができます。

３ 受付工事種別

受付を行う工事種別及び必要な建設業の許可業種は次表のとおりです。

受 付 工 事 種 別 左に対応する建設業の許可業種

(1) 建 築 工 事 建築一式

４ 提出書類

（１） 競争参加資格審査申請書（建設工事）…（様式１）

（２） 総合評定値通知書の写し

定期受付の場合、総合評定値通知書は、申請日の直前に受けたものであって、かつ、提出期間

の終了日（令和 7年 3月 21日）の１年７月前までの間の決算日を審査基準日とする最新のもの

でなければなりません。

随時受付の場合、この総合評定値通知書は、申請日の直前に受けたものであって、かつ、申請

日の１年７月前までの間の決算日を審査基準日とする最新のものでなければなりません。

（３） 営業所一覧表…（様式２）

（４） 申請者が共同企業体である場合においては、共同企業体協定書の写し及びその構成員にかか

る（１）に掲げる書類

（５） 納税証明書（その３）の写し（発行年月日が競争参加資格審査申請書提出日から３か月前の日

以降のもの）

（６） 行政書士等の代理申請の場合は委任状

（７） 封筒「会社名及びその所在地、担当部署等を明記し、返信用切手（110 円）を貼付したもの、

2通」

（８） 受付票

５ 提出部数

申請書類の提出部数は各１部です。

６ その他

（１） 競争参加資格の有効期間

定期受付：令和 7年 4月１日から令和 9年 3月 31日まで。

随時受付：競争参加資格の認定の日から令和 9年 3月 31日まで。

（２） 変更届

上記有効期間中に申請内容に変更が生じた場合は、直ちに、別添の競争参加施策審査申請書

変更届（様式５）を、２(1)の受付場所に１部提出して下さい。



変 更 内 容

・商号又は名称

・代表者の氏名

・本社（店）の所在地、電話番号、FAX番号

・最寄りの営業所の所在地、電話番号、FAX番号

・許可、登録等の状況

・その他必要な事項

※ 変更を証する謄本等がある場合は、それ（コピーでも可）を添付して下さい。

※ 上記有効期間中に決算を迎え、新たに総合評定値通知書を受けた場合は、許可工種等に変

更がない限り、総合評定値通知書の写しを提出していただく必要はありません。

（３） 提出書類の体裁

提出書類のうち、「受付票」と「封筒」以外はすべてＡ４サイズに折り、左端１ヶ所をホチキ

ス止めにして提出して下さい。

（４） 特定建設工事共同企業体としての競争参加者の資格を得ようとする者の申請方法等について

は、特定建設工事共同企業体により競争を行わせる工事ごとに別に公示します。



提出書類の記入要領

令和 7・8年度の競争参加資格の審査について、建設業の許可を受けている者は、総合評定値通知書

（建設業法（昭和 24年法律第 100号）第 27条の 29第 1項の請求により国土交通省又は都道府県知事

から通知されたもので、申請日の直前のものをいいます）に従って、以下の通り提出書類に記入して下

さい。なお、総合評定値通知書の申請以降に変更等が生じ、結果通知書と異なる項目がある場合には、

該当項目の下又は右にその旨を注記して下さい。

１ 競争参加資格審査申請書（建設工事） ＜様式１＞

（１） 「１新規／２更新」欄には、該当する申請区分の番号（１又は２）に○印を付して下さい。

（２） 「※受付番号」欄は、記入しないで下さい。

（３） 「登録番号」欄は、次のとおり記入して下さい。

① （１）の申請区分が「２更新」の場合には、従前の登録番号を記入して下さい。

② （１）の申請区分が「１新規」の場合には、記入しないで下さい。

（４） 「許可番号」欄は、許可を受けている建設業の許可番号を経営事項審査結果通知書から転記し

て下さい。

（５） 申請年月日を記入して下さい。

（６） 「郵便番号」、「住所」及び「商号または名称」欄に、申請者の該当事項を記入して下さい。

（７） 「代表者氏名」欄に、代表者の役職・氏名を記入して下さい。

（８） 「担当者氏名」欄に、担当者の役職・氏名・メールアドレスを記入して下さい。

（９） 「電話番号」、「FAX番号」欄に、担当者の電話番号・FAX番号を記入して下さい。

（10） 「営業年数」欄には、競争への参加を希望する工事の種類に係る建設業の許可又は登録を受け

て事業を開始した日（２業種以上のときは最も早い開始日）から審査基準日までの期間（１年未

満切捨て）を右詰めで記入して下さい。なお、その期間に当該事業を中断した期間がある場合に

は、当該事業を中断した期間を控除した期間とします。また、共同企業体の場合はこの算定方法

による各構成員の平均年数を記入して下さい。

（11） 「外資状況」欄については、外資系企業（日本国籍会社を含む）の場合のみ記入することとし、

該当する会社区分の番号（１、２、３のいずれか）に○印を付するとともに、〔   〕内に外

国名をカタカナで記入し、（   ）内に当該国の資本の比率をそれぞれ記入して下さい。

なお、「２ 日本国籍会社（比率：100％）」とは 100％外国資本の会社を、「３ 日本国籍会社」

とは一部外国資本の会社をそれぞれいいます。

（12） 「完成工事高」の各欄については、次により右詰めで記入して下さい。

なお、競争参加を希望する工種区分は、当該工種区分に対応する建設業法の建設工事の種類

について建設業の許可を受けており、かつ、経営事項審査を受けているものに限られます。

① 「年間平均完成工事高」欄には、受付工事種別の完成工事高を記入して下さい（消費税は除き

ます）。

なお、審査基準日の直前２年の間に創業や営業年度の変更があった場合には、経営事項審査

の算定方法と同様の方法で求めて下さい。

② 個人企業から会社組織に移行した場合、他の企業を吸収した場合等にあっては、移行前の企

業体の実績を含めた完成工事高を記入して下さい。

③ 共同企業体の場合は各構成員の完成工事高の合計金額を記入して下さい。

④ 「合計」の欄には、受付工事種別の完成工事高の合計を記入して下さい。



２ 営業所一覧表 ＜様式２＞

（１） 「※受付番号」「登録番号」欄は、記入しないで下さい。

（２） 本表は、申請日現在で作成して下さい。

（３） 「営業所名称」欄には、日本たばこ産業株式会社不動産室と常時契約を締結する本社（店）又

は支社（店）等営業所（建設業法に基づく許可を受けている事務所）の名称を記入して下さい。

記載しきれない場合は、任意書式で別紙にて記載して下さい。

（４） 「郵便番号」欄には、当該営業所の郵便番号を記入して下さい。

（５） 「所在地」欄には、当該営業所の所在地を都道府県名から記入して下さい。

（６） 「電話番号／FAX番号」欄には、上段に電話番号、下段に FAX番号を記入して下さい。その際、

市外局番、市内局番、番号をそれぞれ「－（ハイフン）」で区切って下さい。

（７） 「建設業許可業種」欄には、当該営業所の許可区分（一般、特定の別）を次により記入して下

さい。

一般の場合…「１」と記入して下さい。

特定の場合…「２」と記入して下さい。

３ 受付票 ＜様式３＞

（１） 「商号又は名称」を記入して下さい。



［記入例］様式１

1 新規 2 更新 ※受付番号 登録番号

許可番号 1 2 - 3 4 5 6 7 8

競争参加資格審査申請書（建設工事）

令和 7 年 ３月１1 日

日本たばこ産業株式会社

不動産室長 式地 章 殿

 令和 7 年 2 月 28 日付、競争参加者の資格に関する公示に係る競争に参加する資格の審査を申請し

ます。 なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

郵 便 番 号 1 0 5 - 6 9 2 7

住     所 東京都港区虎ノ門四丁目 1 番 1 号

商号または名称 たばこ建設株式会社

代 表 者 氏 名
役 職 代表取締役社長

氏 名 ぱいぷ 太郎

担 当 者 氏 名

役 職 営業部長
営 業 年 数

氏 名 きせる 翔太  ３ ６ 年

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ shota.kiseru@kensetu.com

電 話 番 号 ０３（１２３４）５６７８ ＦＡＸ 番 号 ０３（１２３４）５６８８

外 資 状 況

１ 外国籍会社

〔国名：    〕

２ 日本国籍会社

〔国名：   〕

（比率：100%）

３ 日本国籍会社

〔国名：    〕〔国名：    〕

 （比率：  ％） （比率：  ％）

完

成

工

事

高

競争参加資格希望工種区分 年間平均完成工事高（千円）（注）消費税別金額

（１） 建   築     ５ ９ ８ １ １ ０

合    計     ５ ９ ８ １ １ ０



［記入例］様式２

※受付番号 登録番号

営 業 所 一 覧 表

営 業 所 名 称 郵便番号 所 在 地
電話番号 建設業許可業種

ＦＡＸ番号 建

本社
１０７－

００５２
東京都港区虎ノ門 4-1-1

03－1234－5678
１

03－1234－5688

大阪支店
５５６－

００１１

大阪府大阪市浪速区難波中

２－５－４１

06－4321－4567
２

06－4321－4566

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －

   －



様式４

競争参加資格審査結果通知書

 先に登録申請のあった標記の資格について、次のとおり資格があると認定しましたので、通知しま

す。

 なお、登録内容については令和  年  月  日時点で作成しました。

                       殿

                             日本たばこ産業株式会社

                             不動産室長 式地 章 印

・登録番号

・有効期限 令和 9年３月３１日まで

・登録業種

工 事 種 別 客観点数

（１）建築一式

※ 最新版「工事契約実務要覧」の経営事項審査 建築一式の総合評価値を客観点数とする。

参考



様式４－１

競争参加資格審査結果通知書

 先に登録申請のあった標記の資格について、次のとおり認定しましたので、通知します。

                       殿

                             日本たばこ産業株式会社

                             不動産室長 式地 章 印

記

・貴社は、競争参加資格を有しません。

  （理由）

・当社が定める競争参加資格基準の条件を満たしていないため。

以上

参考


